平成２８年度三重県鈴鹿山麓研究学園都市センター

植栽管理業務委託契約書（案）
１　委託業務の名称　　　　平成２８年度三重県鈴鹿山麓研究学園都市センター植栽管理業務
２　契　約　期　間　　　　契約締結日から平成２８年８月３１日
３　契　約　金　額　　　　金○○円（内消費税及び地方消費税額金○○円）
４　契約保証金　　　 免除
  三重県（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）とは、上記業務の委託について次の各条項により委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
（総　則）
第１条　甲は、別添「平成２８年度三重県鈴鹿山麓研究学園都市センター植栽管理業務委託仕様書」（付随する一切の書類を含む。以下「仕様書等」という。）により平成
２８年度三重県鈴鹿山麓研究学園都市センター植栽管理業務委託（以下「委託事業」という。）の実施を上記の契約金額及び契約期間をもって乙に委託するものとする。

２　乙は、委託事業の実施に当たっては、仕様書等に基づき、これを誠実に実施しなければならない。

３　第１項の仕様書等に明示されていない事項については、甲乙協議して定めるものとする。
（権利義務の譲渡等の禁止）
第２条　乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保の目的に供してはならない。ただし、書面により甲の承認を得た場合又は、信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の３に規定する金融機関に対して売掛債権を譲渡する場合にあっては、この限りではない。

２　前項ただし書に基づいて売掛債権の譲渡を行った場合、甲の対価の支払による弁済の効力は、三重県会計規則（平成１８年三重県規則第６９号）第３２条に基づき、支出命令権者が会計管理者又は出納員に対して支出命令を発した時点で生ずるものとする。
（秘密の保持）
第３条　乙は、当契約により知り得た甲の業務上の秘密を他人に漏らし又は他の目的に利用してはならない。
２　本条の規定は、本契約終了又は解除後も適用する。
（再委託の制限）
第４条　乙は、甲の承認を得ないで委託事業の全部又は一部を第三者に委託してはならない。ただし、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性及び再委託の金額等について記載した書面を甲に提出し、甲の承認を得た場合はこの限りではない。再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。
（個人情報の保護）
第５条　乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報の取扱いに関する特記事項」を守らなければならない。
　（調査等）
第６条　甲は、必要があると認めたときは、委託事業について報告を求め、又は実地に調査することができるものとする。
（業務内容の変更）

第７条　甲は、必要がある場合は委託事業の内容を変更し、委託事業を一時中止し、又は契約期間を変更することができるものとする。この場合において、契約金額又は契約期間を変更する必要があるときは、甲乙協議して決めるものとする。

（履行遅滞の違約金等）

第８条　乙の責に帰する事由により、委託事業を履行期限までに完了できない場合は遅延日数に応じ未履行部分相当額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率と同率を乗じた額を違約金として支払うものとする。

（甲の解除権）

第９条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

一　その責に帰すべき理由により、委託業務の履行ができないと認められるとき。

二　前号に掲げる場合のほか、乙が契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認められるとき。

三　この契約に関し、不正又は不誠実な行為をしたと甲が認めたとき。

四　「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受けたとき。

五　三重県の発注する物件関係契約に関し、暴力団員等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報若しくは発注者への報告を怠り、著しく信頼を損なう行為を行ったと認められるとき。

２　甲は、前項の規定により契約を解除するときは、その旨を書面により通知するものとする。

３　甲は、第１項の規定により契約を解除したときは、委託業務の終了した部分を確認し、相応する業務委託料を支払わなければならない。 

４　第１項の規定により契約が解除された場合は、乙は、契約金額の１０分の１を違約金として、甲の指定する期間内に支払わなければならない。
（乙の解除権）

第10条　乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

一　天災その他の不可抗力により契約の履行が不可能となったとき。

二　甲の責に帰すべき理由により、乙がこの契約を履行できないとき。

２　前条第３項の規定は、前項第1号の規定により契約を解除した場合に準用する。

３　第1項第2号の規定により契約を解除した場合には、甲は、これによって生じた乙の損害を賠償しなければならない。ただし、その賠償額は、甲乙協議して定める。
（損害の賠償）
第11条　第9条の場合において、甲が損害を生じたときは、甲は乙に対して契約保証金又は第9条の違約金を超える部分については、その賠償を求めることができる。

２　この契約の履行に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は乙の責任において処理（金銭的賠償を含む。）するものとする。ただし、その損害が甲の責に帰する場合はこの限りでない。　
３　天災その他不可抗力によって生じた損害については、甲乙協議のうえ決めるものとする。
　（代金の支払）

　第12条　乙は、適法な請求書により代金の支払いを請求することができる。

２　甲は、前項の支払請求書を受理したときは、その日から起算して３０日以内に乙に対して代金を支払わなければならない。

３　甲の責に帰する理由により、前項の支払期限までに代金を支払わないときは、甲は、支払期限の翌日
から支払い当日までの日数に応じ、当該支払金額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項
の規定に基づき、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率と同率を乗じた額を遅延利息として乙に支払
うものとする。

（契約外事項）
第13条　この契約に定めのない事項は、日本国法令及び三重県条例規則の定めによるものとする。

（紛争または疑義等の解決）

第14条　この契約書の各条項において甲乙協議して定めるものにつき、協議がととのわない場合、その他この契約に関して甲乙間に紛争が生じた場合には、甲乙協議により選任した者のあっせん又は調停によりその解決を図る。この場合における紛争の処理に要する費用は、甲乙協議して特別の定めをしたものを除き各自これを負担する。
（管轄裁判所）

第15条　この契約に関する訴訟については、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。
この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自その１通を保有するものとする。

　　平成２８年　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　津市広明町１３番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三重県
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三重県知事　鈴　木　英　敬　
                                    乙  ○○○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○

　　　　　　　　　　　　　
